
別紙 2 

個人情報保護に関する特約条項 
（目的） 

第１条 本特約条項は、契約（以下「本契約」という。）に基づく業務（以下「本業務」

という。）に含まれる、又は含まれる可能性がある個人情報（「個人情報の保護に

関する法律」（平成 15年法律第 57号。以下「個人情報保護法」という。）第 60条

第 1項において「保有個人情報」と定義された、発注者が保有する個人情報を指

す。以下同じ。）の取扱いに係る業務について、受注者において適切に個人情報の

保護に係る安全管理措置が実施されることを目的とする。 

 

（秘密の保持） 

第２条 受注者は、本業務を実施する上で、発注者その他本業務の関係者から開示さ

れた個人情報を、秘密として保持し、第三者に開示又は漏えいしない。なお、そ

の開示は、文書、口頭、電磁的記録媒体その他開示の方法及び媒体を問わず、ま

た、本契約締結の前後を問わないものとする。 

２ 受注者は、前項により開示された個人情報の安全を保持するために、必要な措

置を施す。 

 

（目的外利用の禁止） 

第３条 受注者は、個人情報を、本業務に必要な範囲を超えて使用、提供又は複製せ

ず、またいかなる場合も改ざんしない。 

 

（再委託等の禁止） 

第４条 受注者は、個人情報の取扱いに係る業務を第三者に委託せず、請け負わせな

い。ただし、次の各号の情報及び次項に規定する条件の同意書（同項第 1号に規

定する再委託先の同意に係る書面等を含む。）を発注者に提供し、発注者の承諾

を書面により事前に得たときは、この限りではない。 

（１）受注者が委託等（以下「再委託等」という。）を行う相手方（以下「再委託先」

という。）の名称 

（２）再委託等を行う理由 

（３）再委託等により処理する業務の内容 

（４）再委託先において取り扱う情報の範囲 

（５）再委託先における個人情報の取扱いに係る安全性及び信頼性を確保する対策 

（６）再委託先に対する管理及び監督の方法 

（７）再委託先が独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程

（平成 24 年規程(総)第 25 号）に規定する「反社会的勢力」でない旨の誓約 

２ 受注者は、前項ただし書の規定に従って、個人情報の取扱いに係る業務の一部

の実施を当該再委託先に再委託等を行う場合は、次の各号の条件に基づいて行う。 

（１）発注者が本特約条項において受注者に課す全ての条件は、当該再委託先に対

しても適用される。受注者は、かかる条件適用につき、当該再委託先の同意が

確認できる書面等を発注者に提出する。 

（２）受注者は、発注者に対し、本契約により生ずる一切の義務を免れるものでは

なく、また、当該再委託先の役職員を受注者の役職員とみなし、当該役職員が

本契約により生ずる受注者の義務に違反した場合は、受注者がその責任を負う。 



 

 

 

（漏えい事案等への対処） 

第５条 受注者は、個人情報保護法第 68 条に定める、個人情報の漏えい、滅失又は

毀損その他の個人情報の安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害す

るおそれが大きいものとして個人情報保護委員会規則で定めるものが生じたと

きは、直ちに被害の拡大防止及び復旧等のために必要な措置を講じるとともに、

速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従う。 

２ 前項の個人の権利利益を害するおそれが大きい事案等の発生に伴い、発注者に

損害が発生した場合は、受注者は、当該損害に対する賠償責任を負う。 

３ 第 1 項に規定する個人の権利利益を害するおそれが大きい事案等が発生した

場合は、発注者は、少なくとも 60 日前に受注者に対する書面による予告通知の

うえ、本契約を解除することができる。 

 

（個人情報の返却又は廃棄） 

第６条 受注者は、本業務の完了後、速やかに個人情報の使用を中止し、個人情報を

含む書類、図面、写真、フィルム、テープ、ディスク等の媒体（受注者が作成し

た複製物を含む。）を発注者に返却し、又は、当該媒体に含まれる個人情報を復元

できないよう消去若しくは当該媒体を破壊した上で、廃棄し、その旨を発注者に

書面により報告する。ただし、発注者から指示があるときはそれに従うものとす

る。 

 

（管理体制の確認と検査） 

第７条 受注者は、個人情報の取扱いに係る業務の開始に先立って、当該業務にかか

る保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理

のために必要かつ適切な措置等（以下「安全管理措置等」という。）を策定し、発

注者に提出・説明した上で、発注者の承諾を得る。 

２ 安全管理措置等には、以下の項目を含むものとし、個人情報保護に関する実施

細則（平成 17年細則（総）第 11号）第 5章（第 23条から第 39条）に含まれる

対策を網羅する。 

（１）個人情報の複製等の制限に関する事項 

（２）個人情報の漏えい等の事案が発生した場合の具体的な対応方法 

（３）安全管理措置等の実施状況についての定期報告に関する事項及び受注者に

委託された個人情報の取扱い状況を把握するための監査に関する事項（再委

託先がある場合には再委託先の監査等に関する事項を含む。） 

３ 発注者は、個人情報の取扱いが適切に管理されているかを確認するため、年１

回以上の確認（発注者が別途選定した第三者による確認を含む。次項に規定する

確認についても同じ。）を実施し、発注者が必要と判断する場合には受注者の事

業所等において実施する。 

４ 前項に限らず、発注者が特に必要と判断した場合は、受注者は、個人情報の管

理状況を書面により報告する。発注者は、その報告の内容に基づき、発注者が必

要と判断した場合は、受注者の事業所等において、確認を行うことができる。 

 

（有効期間） 

第８条 本特約条項の規定は、本業務の実施が完了した後も引き続き効力を有する。 


